
問　農業には、①洪水調整②生物多様性③温
度等環境調整など多様な機能がある。農産物
を売って収入を得る以外、①②③は自分のた
めにやっているわけではない。農業者は公務
に携わっているとも言えるのではないか。地
球温暖化を巡り、農業の役割を再考すべき。
　　農業や農地が持つ多面的機能は、地球規
模で見ると気候変動や食料自給率に関わるも
ので重要である。国の制度である多面的機能
支払交付金等を活用するとともに、地域のか
たに対し農業の現状や課題、農業・農地の役
割を発信し理解が深まるように努めていく。

予算編成等に新地方会計の活用を会計  
  
  答弁…活用方法の更なる研究を進めていく

問　5年12月に「空家等対策の推進に関する
特別措置法の一部を改正する法律」が施行さ
れたが、それに伴い、新たに行っている取組
は。
　　改正法施行に伴う新たな対策ではないが、
本年4月から「空家等除却補助金」等の市独
自制度を開始し、空家等の解消に努めている。
　また、協定締結団体と連携し、相談体制の
充実や冊子等の作成を行い、空き家に対する
啓発に努めている。

問　市は総務省からの要請で固定資産台帳の
整備と複式簿記の導入を前提とした新地方会
計の取組を行っているが、行政評価や予算編
成にどのように活用しているか。
答　市では、マクロ的な視点として、一般会
計について財務指標等を分析し、財政状況を
適切に把握するための資料として活用してい
る。今後も、新地方公会計から得られる各種
指標の推移を注視し、財政状況を把握してい
く中で活用を模索していく。

答

答

問

問

情報管理とPR手法で
戦略的情報活用を情報問　ＰＴＡは任意団体で、加入も自由である

ことが周知され、大きな変革を迎えている。
全国的に不要論が飛び交うが、やはりＰＴＡ
の存在意義は大きいと思う。形を変えながら
存続する必要があると思うが、これからのＰ
ＴＡについての考えを伺う。
答　今後も、ＰＴＡ活動が活発に行われてい
くためには、「真に必要な活動の取捨選択」
や「運営の効率化」を図り、誰もが参加しや
すいＰＴＡ活動を
目指していくこと
が求められている。
学校とＰＴＡがと
もに検討していく
ことが必要である
と認識している。

答弁…情報発信に対する高い意識を持つ
問　インターネットを介した情報を扱ううえ
で必須なガイドラインの策定を求める。また、
イチゴノオカは、魅力発信の絶好のチャンス
である。最大限の効果を生み出すために、Ｐ 
Ｒのプロの力を借りて、積極的に取り組んで
はいかがか。
答　市として統一感を持った情報発信を行っ
ていくことができるようガイドラインの作成
を検討する。また、情報発信に関する高い意
識を持ち、活用できるものを有効活用しなが
ら、情報発信力の向上を図っていく。
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　一人につき2項目までを要約して掲載しています。各議員の全質問事項は、市議会ホームページ
及び録画配信をご覧ください。また、提出された原稿を尊重し、表現は統一されていません。一般

質問 市政のそこが聞きたい!市政のそこが聞きたい!

▲録画配信
（12月9日一般質問）

▲録画配信
（12月9日一般質問）

▲録画配信
（12月9日一般質問）

▲録画配信
（12月9日一般質問）

▲市議会HP

農業者は公務に
携わっているのでは農業  

  
  答弁…農業・農地の役割を発信していく

問　電気の地産地消が言われている。郊外で
電気をおこし、都市に送電線で送る時代は終
わったのではないか。電気は生活の基本エネ
ルギーである。エネルギーは豊かさの源泉と
されてきたが、電気の地産地消など、未来に
ついて見直す時期に来ているのではないか。
　　持続可能な生活の在り方を個人や団体、
行政などがそれぞれの立場
で考え、実行していく時期
だと考えている。市では、
これまでと同様、電力の地
産地消、ゼロカーボンシ
ティの実現、地域経済の循
環などを考慮し、最適な施
策を実施していく。
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環境
尾嶋一雄  議員（TSUNAGU） 
改正法施行による
新たな空き家対策は
答弁…市独自の補助金制度を開始した

スムーズな避難所運営に向けて防災  
  
  答弁…レイアウト訓練の早期実施を図っていく

問　当市への寄附額3,000万円に対し、市外
への流出額は1億8,000万円と、収支が大幅
な赤字となっている。
　寄附額を増やすために、あらゆる可能性を
視野に、ふるさと納税専任の部署を設置して
はどうか。
答　ふるさと納税制度の活用に当たっては、
寄附機会の拡充、返礼品の増加及び寄附額が
多い時期に着目した取組を重点的に実施して
いる。また、ふるさと納税に関する専任部署
の設置は考えてい
ないが、今後の業
務量などを考慮し、
適切に判断してい
く。

問　市内に指定避難所は16か所ある。その
うちの12か所の避難所では、自主防災組織
と関係者が、避難所の開設及び受付並びに建
物の配置を確認するレイアウト訓練が未実施
である。年1回のペースでは12年もかかって
しまう。ペースアップが必要ではないか。
答　スムーズな避難所運営を図るため、自主
防災組織と関係者が各指定避難所において開
設・運営訓練や合同でレイアウト訓練を実施
することは重要なことと考えている。このた
め、今後、6年後を目途に全ての指定避難所
でレイアウトが作成できるよう調整していく。
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歳入
石渡征浩  議員（TSUNAGU） 
戦略性のある
ふるさと納税制度の活用を
答弁…積極的に制度の活用を図っていく

生活
遠藤誠  議員（WAKABA）
電気の未来
答弁…最適な施策を実施していく

学校 変革が求められるPTA
答弁…学校とPTAで検討する必要がある

野々口眞由美  議員（TSUNAGU） 
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